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平成 18年 12 月 18 日 

各      位 
会 社 名  フ ィ ー ル ズ 株 式 会 社              
代表者名の役職 代表取締役社長 

氏名 山 本  英 俊 
（ コ ー ド 番 号  2 7 6 7 ） 

問い合せ先   
取締役計画管理本部長 山中  裕之 
電 話  03－5784－2111（代表） 

 

 

 

（訂正）平成 19年 3月期 中間決算短信（連結）の一部訂正について 

平成 18 年 11 月 6 日に発表いたしました「平成 19 年 3 月期 中間決算短信（連結）」に一部訂正が

ありましたので、下記のとおり訂正してお知らせいたします。なお、訂正箇所は を付して表示して

おります。 

 

記 

 
「平成 19年 3月期 中間決算短信（連結）＜表紙＞」 

（2）連結財務状態 

（訂正前） 

 総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

１８年９月中間期 69,795 42,196 58.2 121,603 26 
１７年９月中間期 50,541 33,892 67.0 97,673 70 

１８年３月期 87,556 39,411 45.0 113,275 37 

 

（訂正後） 
 総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

１８年９月中間期 69,795 42,196 58.2 116,969 12 
１７年９月中間期 50,541 33,892 67.0 97,673 70 

１８年３月期 87,556 39,411 45.0 113,275 37 

 



2 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項＜23ページ＞」 
（訂正前） 

前中間連結会計期間        当中間連結会計期間        前連結会計年度        
期 別 

 
項 目 (

自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)
 (

自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)
 (

自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)
 

(5) 重要な外貨建資

産及び負債の本

邦通貨への換算
基準 

外貨建金銭債権債務は中間連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、為替差額は損益とし
て処理しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、為

替差額は損益として処理しておりま
す。 

なお、在外子会社の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額

は少数株主持分及び資本の部におけ
る為替換算調整勘定に含めて計上し

ております。 

 

 
（訂正後） 

前中間連結会計期間        当中間連結会計期間        前連結会計年度        
期 別 

 
項 目 (

自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)
 (

自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)
 (

自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)
 

(5) 重要な外貨建資
産及び負債の本

邦通貨への換算

基準 

外貨建金銭債権債務は中間連結
決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、為替差額は損益とし

て処理しております。 

外貨建金銭債権債務は中間連結
決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、為替差額は損益と

して処理しております。 
なお、在外子会社の資産及び

負債は、中間連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、
収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調
整勘定に含めて計上しておりま

す。 

 

外貨建金銭債権債務は連結決算日の
直物為替相場により円貨に換算し、

為替差額は損益として処理しており

ます。 
なお、在外子会社の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用は期
中平均相場により円貨に換算し、換

算差額は少数株主持分及び資本の部

における為替換算調整勘定に含めて
計上しております。 

 



3 

「会計処理の変更＜25ページ＞」 

（訂正前） 

前中間連結会計期間        当中間連結会計期間        前連結会計年度        

(
自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)
 (

自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)
 (

自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)
 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準） 

当中間連結会計期間から「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年12月9日 企

業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純
資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成17年

12月9日 企業会計基準適用指針第8号）を
適用しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は40,588,283千円であります。 

また、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結

貸借対照表の純資産の部については、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

 

 

 
（訂正後） 

前中間連結会計期間        当中間連結会計期間        前連結会計年度        

(
自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)
 (

自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)
 (

自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)
 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準） 

当中間連結会計期間から「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年12月9日 企

業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純
資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成17年

12月9日 企業会計基準適用指針第8号）を
適用しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は40,588,283千円であります。 

また、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結

貸借対照表の純資産の部については、改正
後の中間連結財務諸表規則により作成し

ております。 
 

 

 

（企業結合に係る会計基準等） 

当中間連結会計期間から「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会 平成15年
10月31日）及び「事業分離等に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月27日 企業会計基準第7号）並びに「企
業結合会計基準及び事業分離会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委員会 

平成17年12月27日 企業会計基準適用指
針第10号）を適用しております。 

 

 



4 

「1株当たり情報＜34ページ＞」 

（訂正前） 

前中間連結会計期間        当中間連結会計期間        前連結会計年度        

(
自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)
 (

自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)
 (

自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)
 

１株当たり純資産額 97,673円70銭

１株当たり中間純利益 2,769円62銭
 

１株当たり純資産額 121,603円26銭

１株当たり中間純利益 6,414円01銭
 

１株当たり純資産額 113,275円37銭

１株当たり当期純利益 20,118円14銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 

（訂正後） 
前中間連結会計期間        当中間連結会計期間        前連結会計年度        

(
自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)
 (

自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)
 (

自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)
 

１株当たり純資産額 97,673円70銭

１株当たり中間純利益 2,769円62銭
 

１株当たり純資産額 116,969円12銭

１株当たり中間純利益 6,414円01銭
 

１株当たり純資産額 113,275円37銭

１株当たり当期純利益 20,118円14銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
 

以  上 


